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行った。分析は DeLone and McLean Information Systems Success Model を拡張する下モデ
ルによる分析を行う。
六章では、四章と五章で示された知覚品質の構成要素と、顧客満足度との聞の関係について、消
費者の心理的要因が顧客満足度に対して及ぼす影響について、顧客満足度がその後の消費者の意図
に対して及ぼす影響についての分析を行った。分析は期待不一致モデルに基づいた共分散構造分析
によって因果関係を分析した。分析の結果は、顧客満足は利用意図、ロイヤリティ、口コミといっ
た要素についてポジティブな影響を与えることが確認され、オンラインコミュニティサービスの運
営に関して、顧客満足を高めることが重要な活動の l つであることが明らかとなった。また、信頼
感や知覚リスクといったオンライン環境についての認識も顧客満足に影響を与えていることが示さ
れ、消費者の不安感が顧客満足への悪影響を及ぼすことが示された。知覚品質との関係では、満足
度に対する影響として、情報品質とサービス品質の効果が認められた。
第七章では、六章の結果を踏まえ、顧客満足度研究で指摘されている品質要素と顧客満足度の関
係に関しての非対称性を考慮、した顧客満足度の分析を行った。非対称性に関するフレームワークと
して狩野モデルを用いて品質と満足の関係を見ていくそれぞれの品質が持つ特徴についての考察を
行った。分析には、潜在クラスモデルを含んだ共分散構造分析を用いて分析を行った。分析の結果、
満足度の水準によって消費者の反応が異なることが明らかとなりグループを分けて評価することで
対称モデ、ルによる評価よりも多くのインプリケーションが得られることが示された。分析結果を狩
野モデルに従って分類したところ、コミュニティ品質が一元的品質、サービスリカバリーが魅力的
品質、情報品質サービス品質・システム品質が当たり前品質であることが示された。このことから
オンラインコミュニティにおいて高い顧客満足度を実現するためにはコミュニティ品質を高める必
要があることが示された。
第八章ではこれまでの結果のまとめを行う。ここでは、本研究の成果と研究の限界そして今後の
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課題についてのべた。
論文審査結果の要旨
本研究はオンラインサービス、特にオンラインコミュニティサービスの知覚品質と顧客満足度の
測定に関する理論分析および調査データに基づく実証研究である。
第一章では、オンラインコミュニティ研究における顧客満足度研究の重要性とその実務的価値に
ついて考察し、第二章では関連する先行研究のサーベイを丹念に行っている。第三章では、知覚品
質と顧客満足に関するモデルとその問題点について検討している。具体的には、知覚品質測定では
SERVQUAL モデル、顧客満足度測定では期待一不一致モデルについて詳細に検討し、これらの
オンラインサービスに対する適用の可能性と限界について論述している。
第四章では、 SERVPRF モデルをもとにした知覚品質モデルのオンラインコミュニティサービ
スへの適用に際し、先行研究で指摘されているシステム品質、情報品質、サービス品質、リカバリ一
品質の構成概念に加えて、オンラインコミュニティの持つ顧客間相互作用をコミュニティ品質とし
て追加する枠組みを提案した。高次因子分析を用いた分析の結果、コミュニティ品質が従来の品質
属性に加えて妥当であることを実証した。
第五章では、第四章で用いたモデルに消費者異質性を考慮した潜在クラスモデル分析を行い、異
質なグループは利用意図と使用経験によって分かれることを示した。第六章では、知覚品質と顧客
満足度との関係について、期待不一致モデルに基づく共分散構造分析により実証分析し、その結果、
情報品質とサービス品質が満足度に対して強く影響を与えること、さらに顧客満足は利用意図、ロ
イヤリティヘポジティブな影響を与えることを示した。第七章では、品質要素と顧客満足度の関係
の非対称性を考慮、した顧客満足度分析を行い、コミュニティ品質が一元的品質、サービスリカバリー
が魅力的品質、情報品質サービス品質・システム品質が当たり前品質であること、したがって、オ
ンラインコミュニティにおいて高い顧客満足度を実現するためにはコミュニティ品質を高める必要
があることを示した。
本論文ではオフラインに関する先行研究をオンラインサービスに拡張する研究を行い、新しい必
要な概念を加えて新しい分析モデルを提案し、さらに有用な実証結果を得ている。
以上により、本論文は博士(経営学)の学位を授与するに値する論文であると認定する。
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